
第３号
2019年6月発行



［研究ノート］

難波佳希・土屋耕治
　　　　　　　プロセス・コンサルテーションとの出会いによる支援関係の認識と実践の変化

 ……………………………………………………………………………………  1

［寄稿］	

永石　信　　　ブッシュ・永石論文の日本語版刊行にあたって ……………………………………  9

G.R. ブッシュ・永石　信
　　　　　　　歴史的視点から，OD の将来像をイメージする

―OD は変化を起こすため（だけ）のものではない―  ………………………… 10

投稿規程 …………………………………………………………………………………………………… 25

事例研究の査読基準について …………………………………………………………………………… 27

OD Network Japan とは
組織開発（OD：Organization Development）にかかわる実践者（経営者／内部実践者／コンサル

タント），研究者がネットワークでつながり，ともに学び，効果的で健全な組織づくりに向けて協働
するコミュニティです。

OD Network Japan のミッション
・活き活きと働ける職場や組織を増やし，人々がより幸せになる社会を目指す。
・会員相互が OD について探求し，実践を支援し，ともに学ぶ機会を創出する。
・グローバル OD ファミリーの一員として，海外の OD から学ぶとともに，日本から発信することで

世界に貢献する。

この「組織開発研究」は，OD Network Japan のミッション「会員相互が OD について探求し，
実践を支援し，ともに学ぶ機会を創出する」，ビジョン「研究 : ODNJ が OD の最新情報，理論，手
法の創出・共有を促進し，会員を支援している」を具現化するために，年１回発行しています。

組織開発研究
The Japanese Journal of Organization Development

第３号　2019 年 6 月　Copyright　©2019 by OD Network Japan



1

要旨
本論考は，プロセス・コンサルテーションとの出会いにより，支援関係，とくに，クライアント

とコンサルタント関係の認識と実践にどのような変化があったかを，事例をもとに報告するもので
ある。支援関係に関してプロセス・コンサルテーションの視点を持ち込むことで，実践が変化した
ことが３つの事例 （任意団体での全体ミーティングに関する相談，後輩からの進路相談，T グルー
プにおける相談） とともに考察された。また，これらの変化がドレイファスの熟達化過程との関連
で考察された。

プロセス・コンサルテーションとの出会いによる

組織開発研究, 2019, 3, 1-8

支援関係の認識と実践の変化

難波佳希（難波ファシリテーション事務所）
土屋耕治（南山大学人文学部）

Ⅰ．背景

本論考では，プロセス・コンサルテーション （以
下，PC） との出会いにより，支援関係，とくに，
クライアントとコンサルタント関係の認識と実践に
どのような変化があったかを，事例をもとに報告
する。PC の概念の出会いによる実践の変化の事例
は，第一著者によるものであり，全体の構成や考察
は第二著者によるものとなっている。第一著者は，
組織内のミーティングを進行するファシリテーター
や，組織運営のコンサルティングを，大学在学中よ
り本稿執筆時点まで個人事業として３年程度行って
いる。Organization Development（組織開発：以下，
OD）については概念理解に努めてはいるものの，
実践において入門者である。第一著者は PC と出会
う前は，クライアントとの相談においては，クライ
アントが話す問題の背景やクライアント自身がどう
していきたいか深く尋ねることがなかったため，表
面的な相談内容を基にアドバイスすることが多く
あったが，PC との出会いにより，それらの実践に
変化がもたらされたことを自覚している。

PC と出会った者が実際にどのように支援関係の
認識と実践を変えていくのかという過程 （第一著者
の事例） を主観的経験の側面から記述し，その過程
を整理し報告する本事例は，これから OD を知って

いこうとする入門者にとって，どのように OD コン
サルタントとして成熟をしていくかの見通しを持た
せることになると考えられる。三谷・永田 （2017） 
は，心理臨床家の熟達化過程に関するレビューを行
い，現状の養成課程における課題とは，獲得すべき
専門性が明確化されていない点と，専門性の向上や
獲得していくプロセスが明らかになっていない点で
あるとし，その上で，心理臨床家が専門性を向上さ
せていくプロセスを明らかにすることが喫緊の課題
であると述べている。OD コンサルタントにおいて
も，個人が専門性を高めていくプロセスに関する事
例の蓄積は，入門者にとっても，また，熟達化を支
援する枠組みを考える上でも有用になると考えられ
る。Marshak （2010） は，OD における重要な前提
として７つの項目をあげ，その中の１つに PC とア
クションリサーチを紹介している。このことからも，
PC は，OD を学んでいく過程で多くの者が共通に
出会うものであることがうかがえる。

本論考では，認識の変化として，ドレイファスの
熟練技術獲得のモデル （ドレイファス・ドレイファ
ス , 1987） を参考に考察を加える。このモデルでは，
第一のビギナー段階では，学んだ「規則」 （今回の
場合は，PC） を用いて状況 （コンサルティング状況） 
に対処しようとすると想定されている。その際，規
則は文脈に依存せず，どの場合にも適応できる極め
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て一般的なものとして用いられる。それが，第二の
中級者の段階へ進むと，より状況や文脈に応じて，
こういうときはこうしたらよい，というような規則
の適用へと変化していくと想定されている。本論考
は，PC を知ることにより，対人援助がどのように
変化するのか，また，どのような主観的経験や葛藤
を経験しながら，熟達化が進んでいくのかを記述す
ることで，OD の入門者の熟達化過程の一端を明ら
かにすることを試みる。

１．PC モデルを含む支援関係の分類
第一著者と PC との出会いは，中村（2015）『入

門　組織開発』，中村（2007）『組織開発（OD）と
は何か』，シャイン（2002）『プロセス・コンサルテー
ション： 援助関係を築くこと』を手にしたことで
あった。

シャインは，コンサルタントとクライアントの援
助関係のあり方は次の３つのタイプに分類すること
ができるとした。

（1）情報－購入型モデル
このモデルでは，クライアントが，専門家である

コンサルタントから専門的なサービスや解決策を買
いとるという関係性で，コンサルタントも自身がお
気に入りのサービスや解決策を売り込む。このモデ
ルでは，クライアントは完全に，コンサルタントに
依存をしてしまうようになる。クライアントはその
問題を自ら自発的に解決しようとはしなくなるとい
う点がある。

（2）医師－患者モデル
このモデルは，組織にコンサルタントを呼び，組

織の問題点について検証してもらい，専門家として
診断，治療してもらうという関係性である。コンサ
ルタントは，クライアントに適切と思われる解決策
やすべきことを伝えることになる。クライアントは
自ら問題を解決することをコンサルタントに任せて
しまうため，これもコンサルタントへの依存が高ま
ることになる。

（3）PC モデル
このモデルは，クライアントが自ら，その組織の

システムの問題の治療法や解決策を考え，決定し，
取り組んでいくプロセスを，コンサルタントが支援
していくという関係性であり，このモデルの最大の

目標は，コンサルタントが問題を解決するのではな
く，クライアント自身が，将来自ら問題を解決する
ことができるようになるということである。人々は，
いま何をしているか「コンテント」に目が行きがち
である。しかし，それがどのようになされているか

「プロセス」の部分へ働きかけ，そのプロセスに目
を向けるための支援をしていくことで，問題を抱え
た組織やグループは，自律的，主体的に解決・改善
していくことができるようになる，と考える。

２．PC と支援関係
支援場面において，真に相手の支援となっている

かどうか，は非常に難しい問題とされる （シャイン，
2017）。困っている時に相談しても，結局相手（コ
ンサルタント）の成功事例を話されただけでクライ
アントの解決につながらなかったり，体験談から一
方的なアドバイスを受けるといった経験は，解決ど
ころか逆に苛立ちを与えることになるだろう。ただ，
PC も，支援関係のモデルの一つに過ぎない。コン
サルタントは最も変わりゆくクライアントとの関係
の中で，常に適切な支援モデルを選択し続けること
が必要となる。

Ⅱ . 支援関係の認識と効果性のふりかえり

続いては，支援関係に関するいくつかの事例をク
ライアント－コンサルタント関係に当てはめ，PC
の効果性と主観的経験の観点からふりかえる。

本論考では，支援関係の事例として，グループに
関する相談といった OD の例と捉えられるものから
個人的な相談まで，３つの事例を紹介する。これは，
OD におけるコンサルタントとクライアントの支援
関係は OD のみならず広く対人援助や相談における
コンサルタントとクライアントの関係性に通じる，
つまり，誰かの主体的な問題解決を助けるという点
で身近な人の相談事例は OD におけるクライアント
の主体的問題解決の支援に応用することが可能であ
ると考えられるからである。
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１．事例１1： 任意団体での全体ミーティング（ミー
ティング 1：2015 年８月４日　１時間，ミー
ティング 2：2015 年８月５日　１時間）

・クライアント：団体のリーダーAとコアメンバー
B　コンサルタント：第一著者
個人として，ファシリテーター活動を始めて２週

間経った頃，以前より知り合いであった国際交流を
行う団体のリーダー A より，SNS 上のメッセージ
で連絡があった。「私の団体のミーティングを進行
してもらえないか」というのがリーダー A の相談
であった。第一著者は，すぐさま支援したい気持ち
が動いたが，それは安易であることを感じたので，
リーダー A と一度話すことを提案した。まずは，
リーダー A の話をじっくりと聞く時間が必要と考
えた。

ミーティング１：クライアントとの初回ミーティ
ング
リーダー A と，コアメンバー B は，団体内では，

週に１回定例のミーティングを行っているが，ミー
ティングでも活発な意見交換がなくなってきている
ことについて悩んでいた。

第一著者はまず，リーダー A が今，その時点で
見えていることがどのようなものであるか把握する
ため積極的に質問を行い，クライアントが自ら課題
や問題，そして解決策について気づいていくための
支援を行った。第一著者が「今，あなたがこの団体
にいて，問題だと感じていることは何ですか」と
問うと，リーダー A は「団体メンバーの５割ぐら
いはリーダーの提案に対し，乗り気だけど，残りの
メンバーは少し話すか，ミーティングに来ても反応
がみられない」と述べ，コアメンバー B は，「関係
ないや，と感じている人がいて，こういった人が団
体内にいる状態はいやだ。特に中心となるコアメン
バーとサブメンバーの間で活動に対しての意欲に違
いが出てきている。みんなが団体の一員として感じ
参加してくれるようになるか考えたい」といった発
言した。

そこで，彼らがもつ解決策をきくことにした。「で
は，今，この状況を解決するためにどのようにして
いきたいですか」と問うと，リーダー A は，「話し
1　‌�事例提供者となっている任意団体より事例掲載の承諾を得

た。

合いや共有の時間をメインとしていきたい。まず，
今感じている問題点をリーダーより話して，前向き
な意見交換をしていきたい」と答えた。

リーダー A の願いは，団体内の全員が今どんな
ことを感じているのかを知り，組織内の人たちが主
体的に活動に参加できるようになることであった。
そこで，次の通常のミーティングの時間をメンバー
全員での話し合いの時間とすることで合意した。こ
の時，ミーティングを開催する主体は本人らである
ため，クライアントの提案を引き受けながらも，協
働しミーティングの目的や実施方法について検討を
行い開催に至った。

ミーティング２：団体内でのミーティング
前日のリーダー A とコアメンバー B からの相談

内容から，翌日に団体内のミーティングを実施した。
当日の１時間の時間は，第一著者がファシリテー
ターとなり，組織内全員がサークル状に座り，それ
ぞれが今活動をしていて感じていることや，個人と
してどんな思いや，状態にあるのか共有する場とし
て開催した。

ミーティングでは，ファシリテーターである第一
著者より，「今日は，今一人ひとりが考えているこ
とや感じていることを自由に話し，お互いについて
改めて知り合う機会にしたいと思います」と参加者
に投げかけた。サークルの真ん中にあるトーキング
オブジェクトを持った人が発言をし，それ以外の人
は聞き役としてその場に参加できるように配慮し
た。参加者からは「最近あまり活動に参加できてい
なく，そして実は彼女と別れてしまって…」など
と，団体活動への参加動機の背景に自分自身のプラ
イベートな事情があったことが発言により明らかに
なり，周囲も「知らなかった」と新しい一面を知り，
お互いに共感する反応が多くでていた。第一著者は，
しっかりと発言一つひとつを受け止めながらグルー
プに関わり，グループ自らが，グループの問題やメ
ンバー内への思いに気づくための支援を行った。

リーダー A からの相談があった時に PC を知る
前の第一著者であれば，話を聞くとリーダー A の
組織が抱える課題について，原因を勝手に断定し解
決策を提案することになっていたかもしれないが，
今回は，PC モデルの活用を行い，支援していった
ため，クライアントの考えを尊重し関わりを持った。
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・考察
この事例では，クライアントの組織に対するコン

サルテーションを扱っている。PC モデルを知って
いたことにより，１回目の相談場面でもクライアン
ト自身の課題解決を促すことを重視し，問題解決へ
の姿勢を尊重しようとする様子が伺える。そして全
体ミーティングをクライアント自身が行うことにつ
ながった。また，全体ミーティング自体も組織全体
に対して，コンサルタントが主導権を握り，問題解
決や原因分析を行うのではなく，組織全体の一人ひ
とりが，組織課題に関わり考え，解決について話し
合う場への支援に努めることにつながった。

２．事例 22： 後輩の進路相談（メッセージ：2016
年 11 月末　面談：12 月上旬１時間）

・クライアント：後輩A　　コンサルタント：第一
著者
後輩 A（クライアント）から進路について，SNS

のメッセージ上で相談を受けアドバイスを求められ
た。メッセージには，就職活動で，１社内定をもらっ
たけれども違和感を感じ，断ったこと，本来やりた
いことは「人がありのままに語る対話の場だったり，
ワクワク出来るワークショップをしてみたいと思っ
て」いること，ただ，「本当にこれがやりたい事？
これでいいのか？などの迷いも」あるということ，
ゼミの先生からも，いくつかのアドバイスをもらっ
たが迷っていること，が書かれてあった。

第一著者は，このメッセージ上では具体的なアド
バイスをすることができないことを伝え，後輩 A
に一度会うことを提案し，直接話す機会を設けた。

当日，喫茶店の席に座ってから私たちはたわいも
ない話を続けた。第一著者は後輩 A の方から本題
の相談内容の話題が出るまでその件について触れ
なかった。これは，後輩 A の主体性を尊重し，後
輩 A からまずその課題について向き合おうとしな
いと本質的に課題は解決できないと感じたからであ
る。そして，後輩 A は少し経つと SNS のメッセー
ジで触れていた内容について話し始めた。

途中まで第一著者は，PC を活用し，優秀なコン
サルタントを演じ，後輩 A の話に耳を傾け，適宜

2　‌�クライアントであった後輩 A より，事例掲載の承諾を得た。

質問も行いながらクライアントとの協働的な関係性
構築を目指した。しかし，次第に後輩 A のトーン
はどんどんと下がり，お互いに沈黙が続いたり，同
じような話の繰り返しのような時間が続いた。第一
著者は，このままこの役割を演じ続け，クライアン
トが自ら解決への道を進むのを待つか，それとも，
PC を行うコンサルタントという役割を捨て，一個
人として今，自分が感じていることを表明しようか
迷った。

このまま演じ続けても後輩 A が次の道を見つけ
るのは少し難しいように感じたため，これまで行っ
ていた役割を捨て，現在のクライアントの状況に適
応しそうな解決策をいくつか提示すると，後輩 A
も第一著者の話に共感し，第一著者が提案したいく
つかのことを実行することを決定した。その後，後
輩 A と連絡を取ったが，実際に提案内容を実施し
たとの報告を受けた。
・考察

コンサルタントはクライアントに対して，相談の
序盤のプロセスでは，PC モデルを意識し，クライ
アントに関わっていた。しかし，相談過程において
コンサルタントである第一著者はクライアントの状
況を鑑み，それまで意識していた PC モデルから，
医師－患者モデルに支援モデルを変更した。そして
このことがクライアントにとっても抱える「進路に
対する不安や悩み」という課題解決の一助になった
ように見受けられた。本事例は，シャインの提唱す
る「PC モデル」は全ての状況において適切という
訳ではない，つまり，それはクライアントの状況に
よってコンサルタントの役割，支援の方法は変化し
ていく必要があることを示しているだろう。

３．事例 33： T グループにおける支援関係（2018
年　T グループセッション 13 回目）

以下の事例では，第一著者が参加した「T グルー
プ」のセッション中に体験した内容を事例として扱
う4。

ここで，T グループについて簡単に触れる。T グ
3　‌�T グループ主催者，T グループセッション参加者全員に事例

掲載の承諾を得た。
4　‌�下記に紹介する事例は，第一著者の視点から経験されたこと

が記述されている。したがって，他のメンバーは異なる経験
をしていた可能性がある。
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ループとは，「グループの中での “ いまここ ” の人
間関係に気づき，それを主体的に生きる体験を通し
て，人間関係の本質は何か，自己と他者とは人間と
は何か，関わって生きるとはどういうことなのか，
グループや組織とは何なのか，などの本質を見極め
ると同時に，自己理解や自己受容を深め，他者を共
感的に理解し受容する能力を高め，葛藤の中で対話
的に生きる態度を養う，学習の場である」（津村・
山口，2014：p.12）とされている。中村（2015）で
は，OD の源流となるトレーニングとして T グルー
プを位置付けている。以上の点から，「T グループ」
での体験を本研究の事例として扱い，主題の理解に
つなげたい。
・相談者 （クライアント）：メンバーA

A は，今回の T グループセッションを通して，
確かに自分の自己の成長や発達を感じていた。ただ，
A の悩みとして，身近な者への関わりで課題があ
ると認識しており，このセッションが終わり日常生
活に戻った時に，この場での変容を生かすことがで
きるか，また元通りになってしまうのではないかと
いう不安を抱いていた。A は特に，誰に聞いてい
るという形ではなくグループ全体にその課題の共有
を行った。
・支援者 （コンサルタント）：他のメンバー，第一

著者
多くのメンバーは A の課題に対して，具体的な

解決方法を紹介し，実際に世間で試されている方法
や，支援者 （コンサルタント5） 自身が実際に使って
みて効果性が高かったものを提案した。しかし，第
一著者は彼らとは違い，A がそもそもどういった
在りようでその課題に立ち向かっていきたいのか，
具体的な解決方法ではなく，その日常生活に戻った
時に彼がどういった姿勢でその課題に取り組みたい
のかという「在り方・在りよう」が大切であるので
はないかと伝えた。そのため，第一著者は他メンバー
の支援に対して大きな違和感を持った。具体的な課
題解決方法を提案しても，A 自身が自ら課題解決
5　‌�T グループではセッション中にクライアントやコンサルタン

トの役割をとりながら関わる訳ではないが，セッション中で
のあるメンバー（メンバー A）が抱える課題に対する第一著
者や他のメンバーの関わりを，相談者と支援者の関係として，
クライアントとコンサルタントという文言を用いて記述して
いる。

に立ち向かい，A なりの解決方法を見出さなけれ
ば本質的な解決にならない考え，どこか他メンバー
の関わりについて懐疑的であった。
・考察

この事例は，コンサルタントの価値観の違い6 が
あらわれている。第一著者が大切にしていたのは，
PC モデルの価値観であり，他メンバーの支援モデ
ルは，「情報－購入モデル」「医者－患者モデル」で
あったと言えよう。一見，第一著者の支援モデルが

「正しかった」ように感じられるが，この場ではコ
ンサルタントの支援モデルは第一義ではない。支援
のやり方の議論よりもまず，「困っているクライアン
トが何とかいい方向に向かうこと」がメンバーであ
るそこにいた者の願いであったことが考えられる。

Ⅲ . 事例の考察まとめ

続いては，第二著者がこれらの事例について考察
を加える。本論では，３つの事例を紹介してきた。
具体的には，PC という支援の考え方を知ったこと
の影響が様々に見て取れる。第一の事例では，PC
を意識し，リーダーを含めたクライアントシステム
への関わりが有効に働いていく様子が，第二の事例
では，PC という支援モデルが全ての場面において
有効であるというわけではない可能性があることの
自覚が，第三の事例では，一緒に問題を探っていく
という形を知ると，アドバイスを提案する形の支援
が物足りなく感じることがあることが紹介されてい
る。

PC を知ることにより，何が相手にとって支援と
なるのかということの理解に変化がもたらされ，そ
れは支援関係のふりかえりや，最中の関わり方，と
くに，どういった役割をとり，支援をするのかに影
響を与えていることが分かる。PC という関わり方
の視点は，問題自体もともに探っていくという立場
の有効性を強調している。第一著者は，PC の考え
方を知ることにより，相談場面にクライアント－コ
ンサルタント関係という枠組みを適用し，理解をし
ようとしている。これまで紹介してきたように，ク

6　‌�本事例での，「コンサルタント」の関わり方には「正解」はなく，
それぞれの支援関係に違いがあったことについて着目してい
る。
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ライアントが主体的に問題解決をしていく過程を支
援するという視点を持つことで，何が支援になるの
かを見て，その中で自分の関わり方が有効に機能し
ていく実感を得ていることが分かる。

ただ一方で，PC の良さを意識し，そのモデルで
の関わりを意識する （しすぎる） ことの様々な影
響，具体的には，迷いや葛藤も見て取ることができ
る。たとえば，第二の後輩からの相談の事例では，
PC の関わりのみが必ずしも有効ではないことを自
覚し，他の支援スタイルへの切り替えが有効だった
ことが紹介されている。援助関係における関わり方
の視点を得て，それを実行することで，それが有効
な文脈・関係とは何かが問われ，場合によっては，
他の支援的関わり方への変更という選択肢が出てき
たと言えるだろう。また，第三の事例では，他の支
援モデルに対する違和感や関わり方への葛藤も経験
することが示唆される。

これらは先にあげた，ドレイファス・ドレイファ
ス （1987） の熟練技術獲得のモデルの第一のビギ
ナーの段階から，第二の中級者の段階への移行し
ていく過程と捉えることができるだろう。シャイ
ン（2002）は，「どんなプロセスにおいてもその当
初に PC モードが必要である （p.15）」と述べている
一方で，支援のプロセスにおいて３つの支援関係の
中で最も適切な関係性を意識的に選べることの大切
さについても触れている。今回の事例も，PC を知
ることによって，それを用いようとすること，しか
し，目の前の相談者にとって真に支援となるものは
何か，という点から，文脈・状況に応じた選択を主
体的に行うようになる過程が見て取れる。

対人援助の専門家は，教科書や授業，実習を通し
て学んだ理論的な一般性の次元での知識から，実際
にクライアントを前にしたときにどのように応答す
るかという個別性の未知の領域に足を踏み入れる必
要がある （e.g., 東畑，2017）。心理臨床家における
スーパーヴィジョンについて考察した東畑 （2017） 
は，スーパーヴァイジーは，スーパーヴァイザーの
技能を模倣しつつ，自身の自律的な主体性を育む，
という段階を経ることに触れている。今回の事例は，
スーパーヴィジョンがあったわけではないが，PC
を知り，それを一般性を持つものとして実行し，そ
のことによって自分の内外に起こることを経験する

ことを通して，個別性へ対応する主体的な使用へと
つながることを示唆している。

OD は人で構成されたシステムに関わるため，実
践家としての熟達には，理論的な理解だけでなく，
迷いや葛藤を経ながら実践を通して熟達していくと
いうことが必要である。概念を知ったことによる主
観的経験の変化を記した本事例のような蓄積が，熟
達化への支援という意味でも今後必要になってくる
だろう。
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Changes in Recognition and Practice of Support Relationships 
through Encounter with Process Consultation

YOSHIKI NAMBA （Namba Facilitation Office）
KOJI TSUCHIYA （Nanzan University）

Japanese Journal of Organization Development, 2019, 3, 1-8

Abstract
This study explored the effect of encountering with process consultation on the understanding of support 
relationships, in particular a client and consultant relations. Specifically, based on reflection of some cases, 
we examined the change in recognition and practice of support relationship by having a viewpoint of 
process consultation. These changes are discussed in relation to the mastery processes.
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論文「Bushe, G.R., & Nagaishi, M. （2018） Imagining the future through the past: Organization Development 
isn’t （just） about change. Organization Development Journal, 36:3, 23-36」の執筆は，2017 年 10 月 23 日（月）
の午後，G.R. ブッシュ氏と私永石の世間話から始まったプロジェクトである。米国 Organization Development 
Journal 誌創刊 35 周年記念号に受理された（accepted）のが 2018 年５月 10 日となっているので，約６ヵ月
半の時間をかけてアイデアを熟成させ，執筆し，修正し掲載決定にたどり着いたことになる。

永石にとっては米国主要ジャーナルへの論文投稿は初めてのことであり，本格的な共著論文の執筆も初め
てのことであった。そのような状況であったので，約６ヵ月半の間はとにかく「経験したことがない何かを
行っているため，自分がどれだけ無鉄砲なことをやっているかがよく分かっておらず，究極の冒険精神とと
もに動き続けていた状態」だったように思う。

今振り返ると，そんな私の精神状態を受け入れてくれた，共著者（ブッシュ氏）の素晴らしい人間性に
よって成立していた執筆プロジェクトであった。ただ，ブッシュ氏の執筆プロセスの提案も，（無鉄砲とは
言わないまでも）相当型破りなものであった。何せ，まさに共著執筆を始めようとしたその時に，ブッシュ
氏の方から「最初から分担して執筆するという考え方は捨てて，タイトルと章構成だけ合意して，お互いに
まず好きなようにフル論文を書いてみて，最後に統合した何かに仕上げられるかどうか考えてみよう」と言
い出したのだから。「それ，おもしろいね！」と即答した私永石も，まあ，どうかしているとも言えるのだ
が。ただ，私永石にとって，間違いなく，人生で遭遇した最も創造的な執筆プロセスであった。そして，最
終的には「永石が書いたものがほぼそのまま採用されているのが 20％」「ブッシュ氏が書いたものがほぼそ
のまま採用されているのが 20％」「２人で交互に書き直し続けて，もうどちらが書いたとも言えない部分が
60％」といった感じの仕上がりになった。

本論文を発表して約半年が経つが，世界中から多くのコメント・ご批判・ご意見を受け止め，日々勉強さ
せていただいている。我々の主張の中で，うまく伝えることができなかったと感じる部分も多い。そして，
この論文を発想の原点とした新論文２本も現在仕上げの段階に入っている。２人で「OD の原点回帰」とい
う価値を探求する旅はこれからも続いていく。「大切な何かを探求するときには，不安を振り払うのではなく，
不安とともに進む勇気を大切にして生きる」ことを真心込めて教えて下さったブッシュ氏と，今後も覚悟を
持って研究成果を世に問うていきたいと思っている。

最後に，本稿掲載を後押しして下さった中村和彦氏（南山大学），日本語版掲載を快諾して下さった共著
者のブッシュ氏と Organization Development Journal 誌編集委員会に，厚く御礼申し上げる次第である。

ブッシュ・永石論文の日本語版刊行にあたって

組織開発研究, 2019, 3, 9

永石　信（中京大学経営学部）
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要旨
本稿は，組織開発（Organization Development，以下 OD）と組織変革（organizational change）

を同一視する風潮とは一線を画し，「OD とは，素晴らしい組織を創るためのもの」であるという
生成的イメージを提唱することを目的としている（Bushe & Marshak, 2018 の議論をより発展させ
たもの）。我々は，OD の原点は「探究の精神（spirit of inquiry）」にあったはずであるのに，処方
的な組織診断モデルが OD 分野において勢力を増すとともに，OD の原点となる精神が忘れ去られ
てしまったのではないかと考えている。

OD とは，組織改善のためのプロセスそのものに，関係者たち（stakeholders）が自ら深く関与し，
探究して行くという部分にその基盤がある。いくつかの先行研究が示している「組織に変化をもた
らそうとする試みの，約 75% が失敗に終わっている」という発見に対し，我々は，失敗要因の多
くはトップダウン的（ビジョナリーリーダーシップ的とも言える）組織変革手法がもたらす弊害に
あるではないかという見解を持っている。そして「OD は，関係者たちが『何をどう変えて，その
ために何を実行すべきかを見つけ出し，リーダーはそのプロセスをサポートする』ことを起こすこ
とができた場合，その多くは成功している」という我々の主張は，多くの先行研究によって支持さ
れている。組織における問題解決は（例えその当該問題を解決することに成功したとしても）また
新しい問題を引き起こすことが多いため，素晴らしい組織を創るための一般「モデル」というもの
は存在しない。しかしながら，我々は，素晴らしい組織を創るための一般「精神」というものは存
在すると考える：それが深い関与と探究の精神であり，60 年以上の間，すべての OD モデルの根
底に流れるものである。実在する課題に対する探究プロセスに，関係者たちが深く関与するときに，
OD は素晴らしい組織を創り出すことに成功すると言い換えてもよい。最後に，我々が OD 実践の
指針として提唱する「開発（development）の３基準」（組織の開発レベルを認識するための基準
となるもの）について紹介した後，結論を提示する。

キーワード：組織開発，組織変革，開発，適応的チャレンジ

※本稿は，2018 年９月に米国 Organization Development Journal 誌創刊 35 周年記念号に掲載さ
れた G.R. ブッシュと永石信の共著論文を，共著者自身が日本語訳し，Organization Development 
Journal 誌の許可を得て本誌に掲載するものである。

（オリジナル論文：Bushe, G.R., & Nagaishi, M. （2018） Imagining the future through the past: 
Organization Development isn’t （just） about change. Organization Development Journal, 36:3, 23-
36.）

歴史的視点から，OD の将来像をイメージする

組織開発研究, 2019, 3, 10-24

― OD は変化を起こすため （だけ） のものではない ―

G.R. ブッシュ（サイモン・フレーザー大学／カナダ）
永石　信（中京大学／日本）
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はじめに

我々が OD について学び，実践し，書き物をし始
めてから 30 年以上の月日が経つ。その間，OD へ
の注目度は，ビジネス界のトレンドに左右されな
がら上昇したり下落したりを繰り返した。その中
で，「OD の重要性は失われた」と表現されたこと
も数多くあった。我々が今，世界中で目にしている
状況は，ポジティブなものとネガティブなものが
混じり合っている。北米における OD の中心的組
織（NTL Institute，OD ネットワーク，Academy 
of Management の ODC 部門）の規模に衰えが見え
る一方で，ヨーロッパやアフリカやアジアなどの中
心的組織は成長軌道にある（例えば，欧州 ODN の
会員増や，南アジアにおける OD 教育機関の増大な
ど）。「OD」という看板の注目度については確かに
上昇と下落の繰り返しが見られるものの，我々は，
OD という領域に活力を与えてきた OD スピリット

（OD 的精神）というものは今も生き続けていると
受け止めている（例えそれが OD という名の下では
なく，「労働生活の質（Quality of Work Life）」「HR
ビジネスパートナー（HR Business Partners）」「チェ
ンジ・マネジメント（change management）」「組
織アジリティ（organizational agility）」など別の名
称の活動の中であったとしても）。つまり，OD は
廃れてきているのではない。むしろ，OD のツール
や観点が応用されている（OD のことを知らずにそ
れらを使っている人々も多い）分野は広がっている
一方で，OD 自体が細分化され希釈化されている，
と言ったほうがよい。OD があまり知られていない，
あるいは隅に追いやられている状況に置かれている
一方で，ビジネス界や政府や NPO などは，OD 実
践者が持つ観点や洞察力をさらに必要とするという
現状の裏側で，一体何が起こっているのだろうか？

我々は，Bushe & Marshak （2018）が最近論じた
ように，OD は「変化を起こすためのもの」という（生
成的であったこともあるかもしれないが）もはや役
割を終えてしまったイメージによって自らを縛りつ
けてしまっている状態であると考えている。OD 実
践者は，「OD とは変化を起こすためのものである」
というイメージによって，OD が得意としていない
分野（チェンジ・マネジメント）に追いやられ，本

来 OD が最も得意とする分野（深い関与と探究）へ
の意識が薄れてしまっている，というのが我々の見
解である。そこで，本稿では，Bushe & Marshak 

（2018）の論点を引き継ぎつつ，「OD とは，素晴ら
しいチームや組織を創るためのものである」という
新しいイメージによってその輝きを取り戻すことが
できるのではないか，という主張を展開したい。
「OD とは，変化を起こすためのものである」と

いうイメージは，ここ 30-40 年ほど支配的なもので
あった。しかしながら，歴史的視点からODのイメー
ジを描き直すならば，OD の起源は「変化を起こす
ためのもの」という部分にあったわけではない，と
いうことをまず理解することが重要である。 エド
ガー・シャインが最近我々に改めて心に刻ませてく
れた通り，OD はその黎明期には「探究の精神（spirit 
of inquiry）」によってその生命が吹き込まれていた

（Schein, 2015）。OD の誕生に関わった先達たちは，
民主的価値観，真正性（authenticity），情報公開の
上での意思決定（informed decision-making）など
の枠組みの中で「関係者（stakeholders）たちを探
究プロセスに深く関与させることこそが，人間関係
やチームや組織をよりよいものにしていく」ことに
信頼を置いていた（Argyris, 1970; Beckhard, 1969; 
Bennis, 1969; Schein, 1969）。しかしながら，OD 領
域の中で次に起こったのは，「探究プロセスへの深
い関与」を引き続き推し進める流れと，Blake & 
Mouton （1964）の「9.9 グリッドモデル」に代表さ
れる診断モデル提供を推し進める流れへの分岐であ
る。その中で，コンサルティング顧客が「素晴らし
いチームや組織とは定式化されていて，それを実現
するための，あらかじめ準備された診断ツールを
使ったソリューションパッケージ」を買い求める
のに熱心になるにつれて，「探究の精神」の流れを
汲むものは緩やかに勢いを失っていった。同時に，
システムや組織構造の分析とモデル化（リカート
の System 4 や，トリストらの社会技術システム論
など）が進められたのもこの時期であった（Likert, 
1967; Trist et al., 1951）。

1980 年代の半ばごろには，もう一つの波が訪れ
る。その波とは，OD とは違うルーツのメタファー

（「総合的品質管理（Total Quality Management）」
「 リ ー ン 生 産 方 式（Lean Production System）」
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「 プ ロ セ ス・ リ エ ン ジ ニ ア リ ン グ（Process Re-
engineering）」など）に由来する異なるマネジメン
トアプローチの登場であり，それによるコンサル
ティングマーケットの競争激化である。それらの
隆興は，「OD とは素晴らしい組織を創るためのサ
ポートである」という 1960 年代の原点イメージに
さらにダメージを与えるものであった。新しい競争
相手からのプレッシャーを受け，OD という領域が
一つの差別化戦略として押し出し始めたのが「変化

（change）を扱う専門性」である。ここから，OD
（組織開発）と OC（組織変革）の境界線が意識さ
れなくなり，教育用教科書や大学院プログラムにお
いても OD と OC の区別がなくなっていく（一つに
は，そこまで OD がうまく自己定義できていない
という認識を持っていたところに「変化」という新
しい足場を見つけた感覚があったのであろうし，も
う一つには顧客側が「変化のマネジメント」を重視
しているのを察知した上でのコンサルタントとして
の売上重視主義によるものでもあろう）。1990 年に
は Academy of Management が OD 部会の名称を

「OD & Change 部会」に変更し，教育用教科書や
大学院プログラムの名称は「OD & Change」とい
う統合された扱いになっていった。しかしながら，

「変化」という言葉の台頭は，他方では OD 実践者
たちの間に混乱と士気停滞をもたらしたことも指
摘しておきたい。OD が変化をファシリテートし導
く（＝チェンジ・マネジメント）ものだと考えられ
るようになればなるほど，実践者たちの組織「開発

（development）」に向けられた根源的情熱は失われ，
そのことが OD のブランドにダメージを与えたので
はないか，と我々は考えている。北米においては，
ほとんどのビジネススクールは，科目名称やプログ
ラム名称から「OD」という言葉を削除しつつ「チェ
ンジ・リーダーシップ」などの新名称に看板替えし
た。Academy of Management が ODC 部会の名前
から「OD」を削除することを真剣に検討したのも，
近年の出来事として記憶に新しい。
「OD とは，変化を起こすためのものである」と

いうイメージが OD 実践者に与えた影響とその帰
結について，もう少し詳細に見てみよう。Bushe & 
Marshak （2018）が論じている通り，OD 実践者は
自らの仕事を「他の誰かが，どんな変化が必要を決

定」したあとで，「それをどのように実行し，ファ
シリテートし，管理したらたらよいのかについての
アドバイスを提供する」ことであると認識しがちに
なった。OD 実践者の顧客であるビジネスリーダー
たちは，OD というものは「変化の実行にかかわる
もの」であって「どんな変化が必要かを見つけ出す
もの」ではない，と見なしている。結果，我々は，「チェ
ンジ・マネジメント」という OD とは大きく異なる
領域に放り込まれている。そして，我々はチェンジ・
マネジメントが得意ではない：我々のツールや，プ
ロセスや，価値は，関係者が「どんな変化が必要か」
について口を挟むことができない局面において輝く
ものではないのだから。OD 実践者が，どんな変化
が必要かを決定するプロセスには関わることなく，
変化を実行するためのアドバイスのみを依頼される
とすれば，OD の核心的プロセスである「深い関与
と探究」を活用する局面を見つけ出すことは難しい。
OD とは，あらかじめ決められた解決策の実行より
も，どんな変化が必要かを見つけ出すことへの支援
の部分でもっと貢献できるはずなのである。「変化
のための OD」というブランディングを行っている
ことで，我々は本来の顧客価値提案を見失い，潜在
的顧客，学生，我々自身を混乱させ，OD ブランド
のアピール力を減退させ，我々の実践能力を減退さ
せている。

我々は変化を起こすために存在するのではなく，
改善（improvement）を起こすために存在するので
ある。確かに，改善を目指すときには変化に関する
専門性も必要になるが，改善と，変化の実行は全く
異なる意味合いを持つ（この点については，後ほど
改めて取り上げる）。素晴らしい組織を創るための
変化と，リーダーや技術的専門家によって定められ
た変化は，同じ変化という言葉であっても全く異な
る変化プロセスが必要とされる。OD は，関係者た
ちとともに，「目的地はどこか」と「どのようにし
てそこにたどり着くか」の両方を見つけるプロセス
の第一歩目から関わり続けることによって，改善を
もたらすことができる。

何が「OD とは素晴らしい組織を創るためのもの」
というイメージを阻害しているのか

我々は，「OD は，素晴らしい組織を創るための
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もの」であるというイメージは，「OD は変化を起
こすためのもの」であるというイメージよりも，よ
り生成的なものであると信じている。もしそうだと
すれば，なぜ，OD はその生成的なイメージととも
に歩むことができていないのであろうか。我々はそ
の理由は「素晴らしい組織を創るための，長い時間
を経て検証された一般理論（モデル）を生み出すこ
とに失敗している」ことにあるのではないかと考え
ている。ただし，我々のスタンスを明確にしておく
なら，今後もそのような「素晴らしい組織を創るた
めの一般モデル」は生まれないであろうし，そのよ
うな一般モデルは必要ないと指摘しておきたい（詳
細については後述するが，簡単に述べれば「素晴ら
しい組織を創るための唯一絶対のモデル」は今後も
存在しえないし，この手のチャレンジは正解がない
ため，常に適応的かつ創発的に対処する必要がある
というのが我々の基本スタンスである）。

OD 実践者は素晴らしい組織とは何かについて関
心があるからこそ，数々の組織モデルに注目し続
けてきた。古くは McGregor （1960）の X 理論と Y
理論，Argyris （1962）の対人能力モデル，Likert 

（1967）の System 4，近年では Laloux （2014）や
Kegan & Lahey （2016）のモデルなど，組織の構造
やプロセスを説明するモデルは常に OD 実践者を
魅了し続けてきた。1970 年代においては，社会技
術システム論（STS）がその決定版的な答えだと多
くの人たちが考えていた（Trist et al., 1951, Emery 
& Thorsrud, 1969）。当時の北米およびヨーロッパ
の先進企業は，「伝統的な組み立てラインと同じぐ
らい生産的で，伝統的な組織よりもさらに素晴らし
い職場」として，チームを基盤とした組織を創造す
ることを目的に STS 方式を応用した。例えば，GM
が 1974 年から 1980 年の間に北米に建設したすべて
の工場では，労働組合と経営側の共同企画チーム
による STS 方式が試行錯誤された。しかしながら，
1990 年ごろまでにまとめられた事例検証によれば，
成功したとみられていた STS 式組織の応用事例も，
結局は 6-8 年の間に昔の「硬直的な構造」に逆戻り
しているものが多いということが明らかになった

（Miller, 1975; Polley & Van Dyne, 1993; Whitsett & 
Yorks, 1983）。

OD は，唯一絶対の組織モデルを持つことがない，

素晴らしいチームや組織を創るためのアプローチで
あるという表現が適切であろう：なぜなら，すべて
の組織にとって正しい組織モデルなど存在せず，ど
のような組織も独自モデルを進化させ続けることが
できなければ永続することはできないからである。
有効な集団行動は構成員の内部やその関係性に緊張
関係を生み出すことが多いため，人間は，仕事を分
担・分割し，調整を行う手法について完全なる解決
策にたどり着くことはないであろう。パラドックス

（Smith & Berg, 1987）， 両 極 性（Johnson, 1992），
価値相反（Quinn, 1988）などはその緊張関係を表
現する重要な概念である。例えば，Quinn （1988）
の価値相反モデルは，組織効果性は外的要因マネジ
メントと内的要因マネジメントの両方から影響を受
けるため，安定性と柔軟性という二つの相反価値を
同時に追求する必要性があることを我々に教えてく
れている。組織は，需要という外部にある存在に対
して適応していかなければならないが，他方で内部
オペレーションを標準化する必要にも迫られてい
る。一方で組織内の人々とその関係性に気を配り続
けつつ，同時に非人間的プロセスやルーティンワー
クの整備も行う必要があるのである。

この価値相反モデルが，組織文化の理想と現実の
ギャップを測定するサーベイ手法に応用されている
という事実は非常に皮肉なことではある。しかしな
がら，この Quinn （1988）の研究の最も重要なイン
プリケーションは，組織有効性には両極性があるた
め，組織特有の問題に対する唯一絶対の解決策は存
在しないという点にあると我々は考えている。今日
の解決策は，得てして，明日解決する必要のある
新たな問題を引き起こしてしまうものなのである。
我々は行き過ぎた集権化の後に振り子のように行き
過ぎた分権化を試し，その後さらに再集権化を創り
出してしまう。息が詰まるほどの行き過ぎたルー
ティンワーク化を進めた後には，非効率なまでに関
係性構築に走るといったように，我々はまさに終わ
ることのない適応的チャレンジの世界に放り込まれ
ている。これはもちろん我々の新しい発見などでは
全くない。社会の諸構造が，このような弁証法的プ
ロセスを経て進化していくという指摘は，社会学の
古典文献にまで遡ることができる洞察なのである

（例えば，Marx, 1847）。
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OD が本領を発揮する領域とは 1

もし組織特有の問題に対する唯一絶対の解決策は
存在しないとすれば，トップダウン的アプローチ
が機能する領域は存在するのだろうか？ 我々の回
答は「イエス」である。ハイフェッツの「技術的
問題（technical problems）」と「適応的チャレンジ

（adaptive challenges）」という２分類は，その質問
に答えるために有益な観点を提供している（Heifetz, 
1998）。表１は，我々の友人である Eric Svaren が
以前その原型を示したものをさらに発展させ，２分
類のそれぞれの特徴を分かりやすく示したものであ
る。技術的問題とは，分析モデルや専門性を当ては
めながら，トップダウン的オペレーションの中で解
決することができるタイプの課題である。他方で，
適応的チャレンジは，正解が存在しない非常に複雑
な課題である（組織固有の課題は，この分類に属す

1　‌�本節は，Bushe（2017）の議論を踏襲しつつ，さらに発展さ
せたものである。

るものが多い）。適応的チャレンジに対応するため
には，その解決策に関わりを持つことになる当事者
たちの深い関与が重要になってくる。そして，その
組織固有のモデルと解決策を一から創り上げる「実
験を繰り返しながら探究する精神」が不可欠なので
ある。我々は，この適応的チャレンジこそが，「深
い関与と探究」を基盤として発展してきた OD が
本領を発揮することができる分野であると信じてい
る。

ハイフェッツの言葉を借りれば，リーダーシップ
の最大の失敗ポイントは「適応的チャレンジに対し
て，技術的問題の解決方法を当てはめてしまう」こ
とである。適応的チャレンジに対して技術的問題の
解決方法を当てはめてもまた新しい問題を生み出す
ことにつながってしまうこと，したがって「正しい」
答えに頼ってしまうことが実は失敗へと続く道であ

表１：技術的問題と適応的チャレンジの違い
技術的問題 適応的チャレンジ

通常のオペレーションの中で見つけやすい
「何が問題なのか」について合意形成することがそもそも難
しい

プロセスや手続き面で一般的な解決策を当てはめやすい
価値や，信念や，関係性や心構えのレベルで変化を起こす必
要がある

関係する人たちは，理解した技術的解決策を受容する傾向が
強い

関係する人たちは，他者が決めた価値や信念の受け入れに抵
抗する傾向が強い

権威や専門家によって解決されることが多い 解決するためには関係者たちを巻き込む必要がある

１～２カ所の現場の変化で十分である場合が多く，変化の範
囲が一組織内に留まる

多くの現場での変化が必要となり，変化の範囲が一組織を越
える場合が多い

解決策が，ルールやプロセスの変更などによって，素早く実
行できる場合が多い

適応のためには，多くの実験，新しい発見，失敗，出口のな
い迷走が不可避

解決された技術的問題は，他の何かに変化がない限り，解決
された状態を保つ

適応のための行動が新しい問題を創り出し，新しい問題へ適
応する必要性が繰り返し発生する可能性がある

ヘルスケア領域における具体的課題例

どうやったら，看護師たちが最も安全な方法で患者を抱え上
げることを確実にすることができるだろうか？

どうやったら，看護師たちの健康増進を実現することができ
るだろうか？

どうやったら，引き継ぎ時に，ケアワーカーたちに正確な情
報が提供されることを確実にできるだろうか？ 

どうやったら，ケアワーカーたちの協働を促進することがで
きるだろうか？

どうやったら，患者への薬物提供のミスを減らすことができ
るだろうか？

どうやったら，患者が自分自身の薬物摂取により責任を持つ
ようになるだろうか？

出典：Bushe （2017）
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ることについて，我々は，リーダーたちが理解する
ことを手助けする必要がある。リーダーの役割は，
関係者たちを課題探究に深く関与させ，関係者たち
が自ら解決策を導き実行することを励まし支えるこ
とであり，OD 実践者は「OD とは小さな成果を積
み重ねる終わりなきプロセスである」という経験的
知識を活用してリーダーを手助けし安心させること
ができる。「現場が今まさに直面している適応的チャ
レンジに取り組むことそのものが，組織の長期的適
応能力の開発につながる」という視点が OD にとっ
て重要であると我々は考えている。その意味におい
て，組織が適応的チャレンジに取り組む時，組織で
は常に長期的適応能力開発が進行しているわけであ
るから，その時我々 OD 実践者は「素晴らしい組織
を創る」ことに貢献していると言えるのである。 

先行研究の多くが，「変化を起こすプロセスのう
ち，75% は失敗に終わっている」（Balogun & Hope 
Hailey, 2004; Eaton, 2010; Towers Watson, 2013）
と結論付けていることについても，我々の見解を示
しておこう。我々は，失敗 75% という数値は「伝
統的な（コッター式）組織変革アプローチの確率の
み」を示していて，「深い関与と探究」アプローチ
についてはその母数に含まれていないのではない
か，と考えている。

典型的なコッター式組織変革プロセス（リーダー
や変革専門家がビジョンと変革の方向性を決定し，

「そのために，誰が何を行うか」を指示するプロセ
ス）は，失敗の種があふれていると言わざるを得な
い。大手コンサルティング会社のビジネスモデルは，
まさにこのタイプの組織変革にその基盤を置いてい
る。そこでは，リーダーと，リーダーに雇われた専
門家たちは，新しい戦略，新しい組織デザイン，新

しいマーケティングとサプライチェーン，その他も
ろもろの青写真を持参することを期待されている。
リーダーと，リーダーに雇われた専門家たちは，分
厚い報告書を書き，それを渡して出口へと向かう。

「これを実行するのは，皆さんです」と言わんばか
りに。このタイプの変革プロセスは，そのほとんど
が失敗するであろうと言わざるを得ない。

表２は，我々のここまでの議論を要約したもので
ある。組織のリーダーがどんなに優れた人材であっ
たとしても，リーダーが変化の方向性を決定し，中
間管理職や外部コンサルタント（合わせて「スタッ
フ」と呼ぼう）にその管理プロセスが任されるとい
うやり方（表２の「Q1」セル）は，ほぼすべてが
失敗するであろう。その失敗要因については，よく

「リーダーシップの欠如」の問題であると説明され
る。その場合の対応策として一つよく挙げられるの
が，リーダーが変化の方向性を決めるだけでなくプ
ロセス管理も担う（表２の「Q2」セル）という方
式である。我々は，「成功確率 25%」という先行研
究の発見は，この Q2 セルに分類される組織変革に
ついてのデータを示しているのではないかと考えて
いる。

対照的に，関係者たちが自ら変化の方向性を決
定しその実行も担う一方で，リーダーたちがプロ
セスを管理する（具体的には，関係者たちの決定
を支持し，時にはアドバイスし，変化のためのリ
ソースを提供し，励まし，活動全体を支える）ケー
スは，その多くが成功している（表２の「Q4」セ
ル）。数点補足しておきたい：第一に，関係者たち

（stakeholders）という言葉については，従業員，
中間管理職，顧客，サプライヤー，時には政府や
近隣コミュニティまで含むことのある広い意味合

表２：OD が本領を発揮する領域
リーダーが「何を変えるか」を決める 関係者たちが「何を変えるか」を決める

スタッフたちがプロセスを管理する
ほぼすべて失敗する領域

Q1

リーダーが決定事項に乗り気である
場合のみ成功する領域

Q3

リーダーたちがプロセスを管理する
かなり多くが失敗する領域

Q2

ほぼすべてが成功する「OD が本領を
発揮する領域」

Q4
出典：Bushe (2017）
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いで使用している。第二に，Q4 領域は，対話型組
織開発の枠組みの中の名称を使えば，「創発的変革

（emergent change）」の領域とも呼ぶことができる
（Bushe & Marshak, 2015; Roehrig, Schwendenwien, 
& Bushe, 2015）。我々は，Q4 こそが「深い関与と
探究」が有効な領域であり，適応的チャレンジに取
り組むこと自体と，組織の適応能力の開発が同時進
行する「OD が本領を発揮する領域」であると考え
ている。

創発的組織変化と適応能力開発の成功事例
初期 OD アクション・リサーチの先行研究にお

いて，関係者たちがリサーチ結果を分析し計画・実
行プロセスに本格的に参加している事例が数多く紹
介されていることは非常に興味深い。そのうちの
一つであるデトロイト・エディソン社のサーベイ・
フィードバック型事例は，1948-1950 年の間に，同
社の中で連鎖型カンファレンス（interlocking chain 
of conferences）という介入方法が中間管理職を中
心としたグループによって企画・実行され難局を
乗り越えていく姿を記録したものである（Mann, 
1957）。同事例では，サーベイ結果について社内の
あらゆる階層において議論が行われ（連鎖型カン
ファレンス），どのような変革が必要かを関係者が
決定し，実際に変革に成功したことが紹介されてい
る。ここからは，前節「表２の Q4」領域の OD 成
功事例（メタ分析を含む）について，より最近の研
究を取り上げていこう。

Bushe & Kassam （2005） は， ア プ リ シ エ イ
ティブ・インクワイアリー（AI）の成功事例（20
例）のメタ分析を行った結果として，「転換的変
革（transformational change）」という最もインパ
クトが大きい変革が起きたとされる７事例のうち，
６つが表２・Q4 領域に当てはまるプロセスであっ
たことを明らかにしている。また，「漸進的変革

（incremental change）」と名付けられた最もインパ
クトが小さい変革 13 事例のうち，12 例が表２・Q4
領域以外のプロセスを踏んだものであったと指摘し
ている。

Heracleous, Gößwein, & Beaudette （2018）は，
Wikimedia 財団（Wikipedia などを運営する非営利
団体）の５ヵ年戦略計画が，大集団介入を取り入れ

たオープン型戦略プロセスを経て策定された事例の
研究報告である。Wikimedia 財団の戦略計画プロセ
スには，財団と関係を持つ様々な関係者（ユーザー
やサプライヤーなどを含む）が招待され，「品質面」

「イノベーション」「書き込み者を増やすために」「読
者増大への対処」「安定したインフラ供給」という
５分野についての戦略が創発的に探究された。その
プロセスは「Wikimedia の戦略計画：2015 年以降
の活動についての協働的ビジョン」という公文書に
編集され，発表された。Wikimedia の創業者であ
る Jimmy Wales は，同財団のすべての投資計画は，
発表された戦略計画に沿って実行されることを公式
に表明した（Heracleous et al., 2018: 24）。

Gulati, Casto, & Krontiris （2014）は，Weick 
（1995）の「センスメーキング」の概念を応用しつ
つ，2011 年の東日本大震災において，福島第二原
発が大地震と津波によって壊滅的な打撃を受けなが
らも第一原発と同レベルの大惨事を回避することが
できた要因の一つとして，関係者たちが分権的に理
解と経験を共有しながら，全く予測が効かない局面
において極めて適応的に対処したことを指摘してい
る。同論文は，第二原発の増田所長と約 400 名の所
員による創発的変革プロセスの数々を鮮やかに描写
している。第二原発におけるイナクトメント（Weick 
1995: 30-38）はあまりにも非線形であったがために，
問題解決策の実行がさらなる新しい問題を発生させ
る，というプロセスが果てしなく繰り返された。最
終的に，関係者たちは「正解」を探し出そうとする
ことをやめる，という英断を下した。Gulati et al. 

（2014, 114）が指摘する通り，「増田所長は，ホワイ
トボードを必死に書き直し続けた。予期せぬチャレ
ンジが発生するたびにチームメンバーたちは何度も
何度も自分たちの判断で動くことを迫られ，行動し
ながら調整・修正し続けたのである」。

Stensaker, Falkenberg, & Grønhaug （2008:175） 
も，変革の実行プロセスの中で起きるセンスメーキ
ングに着目した某企業の事例研究である。事例の中
で，一つの事業部では以下のように紹介されてい
た。	

「職場代表数名によるトップダウン方式で変
革の計画が行われた。結果として，現場の人々
は『何を，どのように変えていけばいいのか』
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について理解することできず，求められている
変革をどのように意味付ければいいのかが分か
らずに，一貫性のある行動を起こすことができ
ずに終わってしまった」。他方で，最も成功し
た変革は，全く異なるアプローチを採用した別
の事業部で起きたものであった。「その事業部
では，変革の計画と意思決定のプロセスを，従
業員を積極的に巻き込みネゴシエーションを行
いながら進めていった。変革計画は，段階を踏
みながら一貫性のある行動をベースにしつつ臨
機応変に推し進められ，結果として統合された
大きな変革プロセスが達成された」。

	
Rowland & Higgs （2008）は，より広い実証的観

点からの研究であり，変革プロセス（失敗・成功の
両方を含む）を経験した多くの上級管理職に，変革
のストーリーを語ってもらった 70 事例の記録を分
析したものである。同分析からは，リーダーが変革
の中身を決めた上にそのプロセスもコントロールし
ようとしたケースは，多くの場合が失敗に終わって
いることが明らかになった。他方で，リーダーが関
係者を積極的に関与させ，当事者たちが問題の発見
と解決に従事したケース（表２・Q4 の領域）につ
いては，その多くが成功に結び付いていた。 

創発的チャレンジおよび適応能力開発のメカニズ
ムについて，ここまで見てきた先行研究の分析結果
を要約しよう。我々は，創発的および適応的アプロー
チは，より多くの変革を，より確実に創り出してき
たのではないか，という結論に至った。参加型アク
ションリサーチと呼ぼうがそれ以外のラベル名称を
使おうが（例えば，オープン・スペース，複雑性と
創発性，アプリシエイティブ・インクワイアリー，
ワークアウトなど），そのプロセスの本質は，リー
ダーが何をして関係者たちが何をするのかという点
に集約される。リーダーが解決策ではなく課題を提
示し，関係者たち自身が変革の方向性を探究するプ
ロセスを創り，リーダーがそれを支援し管理する状
況であれば，OD の成功はすぐ手の届くところにあ
ると言えよう。 

最後に，先行研究をレビューすることによって得
られた知見として，以下の三点を補足しておきたい。
第一に，紹介した先行研究の多くの事例が，我々が

次節にて提唱する「成功している組織『開発』の３
基準」に合致するという点である。第二に，紹介し
た多くの適応的および創発的チャレンジ事例のイン
プリケーションは，経営学領域における「創発戦略」
モデルにおいて展開されている主張との共通点が非
常に多いという点である（Chia, 2014; Mintzberg & 
Waters, 1985）。すなわち，そのどちらも，リーダー
がプロセスを支援し，関係者たちが変革の方向性を
決定するときに，変革は起きる（違う言葉で言えば，
戦略が実行される）という観点である。しかしなが
ら，OD と創発戦略論の関係性についての研究はま
だ歴史が浅く，今後の研究においてさらに様々なこ
とが精査されていくであろう。特に，1） 創発戦略
実行における OD アプローチの有効性についての実
証，2） 我々が提唱する成功組織「開発」３基準は
創発戦略成功事例にも当てはまる基準となりうるの
か否かの検証などは，非常に有望な研究分野である。

第三に，本節の先行研究事例で紹介された OD プ
ロセスは，OD の創始者たちの核となる価値観との
一貫性もまた非常に高いという点である。例えば，
Argyris （1970），Bennis （1970），そして Bennis, 
Benne, & Chin （1969）は OD 黎明期において既に

「深い関与と探究」の重要性を強く説いていた。我々
が本稿にて提示している「OD が本領を発揮する領
域（表２・Q4）」は，実は新しい発見というわけで
はなく，黎明期の歴史の中にすでに存在した価値や
観点に再び光を当てて，OD の将来像を見通した結
果として主張しているものだということを改めて指
摘しておきたい。

成功している組織「開発」の３つの基準
我々は，OD が「素晴らしい組織を創るための一

般モデル」を持つ必要はないのではないか，という
点において Bushe & Marshak （2018）と一致した
意見を持っている（本稿でもこの点は既に触れた通
りである）。OD 実践者たちは，「素晴らしい組織を
創る」数多くのモデルを使い分けることができるし，
使い分けるべきである。しかしながら，OD の成功
度を吟味するために適用することができる基準とし
ては何があるか，という疑問は当然あるべきもので
あり，本稿でここまで検討してこなかった視点であ
る。本節で「より『開発』されたチームや組織とは，
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どのようなものなのか」ということについての合意
を生み出すことが，上記の疑問に答えることにもつ
ながるのではないだろうか。素晴らしい組織とはど
のようなものかを抽象度の高い形で示すことはでき
ないものの，我々は以下の３つの「開発」の基準こ
そが，OD が追及するべき方向性を明らかにするも
のだと考えている。これらの基準は，OD 実践者が

「この介入は，素晴らしい組織を創るために有効で
あろうか？」と自問自答する時のチェックリストと
して使うことも可能であろう。OD 実践における「素
晴らしい組織を実現するための，道標としての３基
準」が共有されることにより，組織を見分ける基準
を保有していない他のアプローチ（例えばファシリ
テーションやコーチング）と OD の区別はより鮮明
になる。

我々は，OD 実践が，他の組織改善・変革の手法
と一線を画する部分として重要なポイントは，OD
が，個人やグループや組織が素晴らしいものとなる
ための「開発（development）」の道程に対する関
心を基盤とした「探究の精神」にその起源を持つこ
とにあるのではないかと考えている。「開発」とい
う概念に着目することによって，我々の関心が「長
い時間の中で何が起きるか」という部分を超えて，
より踏み込んだ「進歩，改善，成長」にあるという
ことを再認識することができる。どのような個人，
グループ，組織であっても，完全に開発された状態
が実現することはない。だからこそ，不断の努力と
意図を持った行動が必要なのである。では，先人た
ち（Freud，Erikson，Piaget，Maslow など）の数々
の叡智に光を当てながら，それらを基盤として「OD
の成功度を吟味するための３つの基準」を紡ぎ出し
ていくこととしよう（Bushe, 2017）。

基準１）組織が開発されるとともに，自己認識はさ
らに深まり，自分が自分自身について語ることがさ
らに可能になる

OD のパラダイムは，フロイトなどの自己分析を
促す精神分析手法がそのルーツの一つを形成してい
る（Freud, 1922）。「精神的救済について語る」こ
とは，我々 OD 実践者の DNA に深く埋め込まれて
いる。人々が過去の拒絶感，抑圧感，なぜ今それが
起きているのかという新知識に対する認識の欠如な

どを乗り越え，なぜ我々が行うように行い，感じ
るように感じ，欲しいものを欲しがるのかといっ
たことに対して向かい合うことを手助けすること
は，OD 実践者の仕事の一部である。我々は，自己
認識が高まれば高まるほど，より開発された状態に
ある。より開発されればされるほど，我々は自分自
身についてさらに深く，さらに広く，さらに複雑か
つ統合的に語る能力が高まっていく（Piaget, 1926; 
1954; Kohlberg, 1984; Loevinger, 1970）。グループ
発達理論の中で，Gibb （1964）はメンバー間の「デー
タの流れ」の重要性を強調しつつ，グループが最も
開発された状態とは自発的で，信頼がおける真正の
状態で（authentic），制約がないコミュニケーショ
ンが行われている状態であると論じた。信頼がおけ
る真正性コミュニケーションの増大は，Bennis & 
Shepard （1956）が高度に開発されたグループの中
心的特徴として挙げているポイントでもある。そし
て，高度に開発された組織を記述する表現として
は，信頼がおける真正のコミュニケーションを行う
能力，透明性，従業員の声の尊重などが挙げられる

（Laloux, 2014; Likert, 1967）。
これらの基準を，我々は仕事局面に容易に応用し

理解することができる。このチーム，この組織の
人々は，どのように共に働くかという部分に関して，
自分たちが今ここで本当に何を考え，何を感じ，何
を欲しているのかについて正直に話すことができる
だろうか？ もしそうであるならば，その組織は開
発された状態であると言える。この観点に立つなら
ば，素晴らしい組織とは，人々が声を上げたいと強
く感じ，意味があると感じることに関与し，難しい
論点を議論の俎上に乗せ，何が起きてそこから何を
学んだのかについて振り返りを行い，既存のビジョ
ンや計画に対して異論がある場合には異論を語り，
データを収集しつつ自分自身のパフォーマンスや他
者のパフォーマンスから学び，特定の出来事の本質
を見極め根底にあるパターンを見つけ出し，共に働
くことを通じた夢や願望を共有し理解することがで
きる組織のことなのである。そのような会話が可能
であるグループを創り上げるためには，相互尊重の
言説，違いが生まれることを歓迎し感謝する価値観，
違いを学びとイノベーションの源泉として活かす能
力などが求められる。しかしながら，グループを事
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前に分析してそのような特徴が形成されるグループ
なのかどうかを特定することはできない。なぜなら
が，それらの特徴は，国の文化，組織が直面してい
るチャレンジの中身やその緊急性，誰の声が最も影
響力を持つべきかの規範が移り変わり続ける状況な
ど，様々な複雑性に影響され，発現したりしなかっ
たりするからである。それでも，我々に言えること
は，グループや組織が自分自身について語ることが
できる集団であればあるほど，裏に隠れたままの心
理状態（短絡的で，反射的で，狭い視野で，難癖を
付けているようなものが多い）がそのまま放置され
ることは少なくなる。おそらく，「我々は，本当の
意味で私たちの自身のことを話すことができている
だろうか？」「もしそうではない状況であるならば，
どうしたらそれを増やすことができるだろうか？」
といった問いが生まれる組織なのであれば，基準１
は十分に満たされていると見てよいであろう。

基準２）組織が開発されるとともに，反射的で無意
識な感情・モチベーション・認知枠組みに過度に左
右されることは少なくなり，戦略の決定・実行をよ
り意図的に，合理的に，認知複雑性に基づく形で行
うことが可能になる

再びフロイトの貢献から始めるが，開発（発
達）の道程は，反射的な対応を乗り越えることで
あるという部分にここでは特に着目したい（Freud, 
1936）。フロイトは，力強いモチベーションは意識
の外側にあるものであり，人間と社会の開発（発達）
とは「本能と反射性」を「道理と関係性」に置き換
えていくことであるという考え方を提示している

（例えば，Freud, 1924; 1930）。抑圧感と自己認識の
欠如の原因がどこにあり，どのように対処すべきか
については，精神療法の各学派間で見解は若干異な
るが，開発（発達）についてのイメージに大きな差
はない（例えば，Erikson, 1950; Bowen, 1978）。我々
のここでの論点は，感情の重要性を否定していると
か，デカルト学派的「精神の肉体に対する優位性」
思想と類似のものだと理解されるべきではない。脳
科学が意思決定には感情が大きな役割を果たすこと
を実証する（Bechara, 2004; Gupta et al., 2011）よ
りもはるか昔より，ヒューマニズムは，常に感情と
その人間関係における中心的役割について論じその

価値を認めているのである（例えば，McGill, 1954; 
Montague, 1951）。感情的な開発（発達）とは，い
わば，自身の感情やモチベーションに対して意識的
でありつつ，それらの人質にならないための精神的
成長プロセスなのである（感情に対して完全に意識
的でありつつ，合理性に基づいて行動することがで
きるようになるプロセス，とも言い換えられるであ
ろう）。

開発（発達）理論では，EI（emotional intelligence）
の重要性は否定しないというスタンスを取りつつ，

「考えることを考える（think about thinking）能
力」を高めることを重視する。より開発された（発
達した）人間は，自分の考え方の根底にある無意識
の中の枠組みに対する囚われの身になることがより
少なくなる。より初期段階の心理状態においては奥
に隠れていた自分自身の暗黙の前提やパラドックス
を表出させつつ，合理的分析やシンボル的表象の限
界について認識することができれば，それは高レ
ベルの開発（発達）に到達したと言えるであろう

（Alexander & Langer, 1990; Cook-Grueter, 2000）。
開発されたグループのメンバーたちは，自分たち

が「これを言ったら誰かを怒らせてしまうのではな
いか」という不安を抱えたとしても，それを議論す
ることが組織の目的を達成するために重要なことで
あるならは，その議論を避けることはしない。グ
ループ発達理論からも，我々は，このような状態を
実現すべきであることを理解している。どのような
グループであっても，その初期段階においては無意
識の感情が増幅され合理的言説は抑圧される（Bion, 
1961: Slater, 1961）。我々の脳神経の遺伝子レベル
の何かが，「恐れ」や「恥」といった不安要素を増
幅させるのである（Boyatis, 2011; Rock, 2008）。

我々は，OD にも応用されている以下のような問
いを投げかけることができる。このチーム，この組
織の人々の決定と行動は，共有されていない「隠れ
た感情やモチベーション」に過度に左右されること
が少なくなってきているであろうか？ 我々は，以
前と比べて，重要な課題をより冷静に，より合理的
に，より思慮深く処理することができるようになっ
たであろうか？ もしそうであるならば，その組織
は開発された状態であると言える。この観点に立て
ば，素晴らしい組織とは，感情について議論するこ
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とを禁じられた組織なのではない。むしろ，その逆
なのである。非合理的な行動と結びつきがちな感情
について，人々がそれを表現し，理解し意識的になっ
た時，感情というものは，ようやく人々の決定や行
動にもたらす目に見えない影響力を失うのである。
素晴らしい組織では，人々は，その頭と心の中にあ
ることを素直に口にする。我々の論理や，その基盤
になるものの奥にある暗黙の前提は，常にオープン
に検証され議論されるべきなのである（Argyris & 
Schön, 1978）。素晴らしいチームや組織では，コミュ
ニケーションと決定は，情報提供を前提とした選択
の自由の中にあり，人々が異なる感情と欲求を表現
しそれが理解されるという状態が実現している。こ
こに至るためには，自己認識，EI，自己分化（self-
differentiated）を高めるための努力と成熟のプロセ
スが必要となる。「異なる視点」は許され，歓迎さ
れる。ここで論じている「基準２」が，「基準１」
と相互に補強し合う関係にあることは明らかであろ
う。我々は，「隠れた恐れ」に左右されることが少
なくなればなるほど，我々自身のことについてより
深く多く語ることができるようになる。我々が本当
のことを語ることができるようになればなるほど，
組織の中の様々なモチベーションや多様な観点によ
り意識的になり，結果として，無意識の中で影響力
を持つものに過度に左右されることは少なくなるの
である。

あるチャレンジに直面している特定のグループメ
ンバーの何らかの事例において，何をどうするべき
かについてのレシピを仕上げることは無理がある。
おそらく，「無意識の感情や，声に出されていない
欲求や，未検証のフレームワークによってどの程度
議論が左右されてしまっているか？」「困難な感情
や動機を理解しながら合理的な意思決定を下す能力
を組織的に高めるために，我々は何ができるであろ
うか？」といった問いが生まれる組織なのであれ
ば，基準２は十分に満たされていると見てよいであ
ろう。

基準３）組織が開発されるとともに，人々の潜在能
力をさらに開花させることが可能になる

自己実現という表現によって想起されるイメージ
としては，おそらく Maslow （1954）の研究が最も

よく結びつくであろうが，フロイトの議論の中にも
密かに存在する論点であり，ユングの個性化理論の
中にも自己実現理論の萌芽がすでに見られていた

（Jung, 1939）。より開発された個人は，統合的認知
複雑性の増大（Denison, Hooijberg & Quinn 1995）
とともに，行動上の複雑性もまた増大することが
示されている（Cowie, 2013; Torbert, 2004）。この
テーマは，グループ発達理論と共鳴し合う部分があ
る。より開発されたグループは，メンバーたちの多
様な能力や才能を見つけ出し，活用することがで
きる（Gibb, 1964; Hearn, 1957; Schroder & Harvey, 
1963）し，そうであるからこそタスクを効率的に遂
行することができる（Bushe & Coetzer, 2007）。クー
パーライダーは，隠れた潜在能力の顕在化という視
座をさらに発展させ，未来についての肯定的イメー
ジが意思決定や行動に与える好影響（Bushe, 2013; 
Cooperrider, 1990）や，繁栄するイメージについて
話すことの重要性への着目を進めた（Cooperrider, 
2016）。

このチーム，この組織の人々は，自分自身の能力
についてより自覚し，自分自身のベストを実現する
ことにモチベーションを感じ，協働的業務において
他者とともに相乗効果を生み出し，直面する適応的
チャレンジに以前よりもさらに効果的に取り組むこ
とができているだろうか？ もしそうならば，その
組織は開発された状態にあると言える。この観点に
立てば，素晴らしい組織とは，過去には達成するこ
とができなかった結果を安定して実現することがで
き，その組織能力や強みを成長させることができ，
前には気付くことのなかった相乗効果を実現するこ
とができる組織のことを指す。これは，組織学習能
力のことを指しているとも言えるが，その先にある
創造性，生成性，イノベーションを含むより大きな
考え方であると言ったほうがよい。成果を出しなが
ら同時に学ぶ能力を開発することによって，成長と
成熟の産物としての絶え間のない改善を実現するこ
とであるとも言える。改めて，ここまで論じた開発
の三要素が，それぞれ互いを補強し合う関係である
ことを指摘しておきたい。メンバーがメンバー自身
についてより語ることができるようになれば，メン
バーたちはそれぞれの能力やモチベーションについ
てより理解することができるようになり，メンバー
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がベストを尽くすことを求められていないと感じて
しまうことはより少なくなるであろう。メンバーが
自ら抱える不安や恐れに流されてしまうことがより
少なくなれば，日々の実験やイノベーションへの
チャレンジを支える実りあるスペースがさらに増え
るであろう。組織の潜在能力がさらに実現すること
により，組織はさらに本領発揮して競争力を強化し，
自分自身について皆が語ることをためらう雰囲気は
さらに取り除かれるであろう。

おわりに

適応的かつ創発的なチャレンジについての先行研
究（理論および事例の両面）は，素晴らしいチーム
や組織は，「深い関与と探究」の精神を，高パフォー
マンスを生む組織規範やプロセスに結び付けること
に成功していることを示している。OD の実践者と
研究者は，OD の原点にある価値観と心構えをベー
スにして，素晴らしい組織を創り出すプロセスにつ
いての研究と実践の探究のために力を合わせて進む
べき時を迎えている。

OD は，チェンジ・マネジメントや成果指向のナ
ラティブとは相容れない。繰り返しになるが，我々
の歴史的視点から展望した OD の近未来像とは，関
係者たちが「自分たちの課題に対して，何をどうす
るべきか」のすべての計画・実行プロセスに参加し，
リーダーはそのプロセスをサポートするという領域
において OD は真価を発揮する，というものである。

「OD とは，変化を起こすためのものである」とい
うイメージは，OD にとって，もはや生成的なもの
ではなくなりつつある。Bushe & Marshak （2018）
が示唆する通り，OD とは変化を起こすためのもの
というイメージは，「我々 OD に関わる者たちが元
来得意ではない，あるいはやりたくないことを頼ま
れてしまうという立場に我々を置き，我々の焦点を

『開発』ではなく『有効性』へ向かわせ，今ここに
ある組織や社会の課題への（手段と結果の両面での）
重要な貢献のための視界を失わせている」のである。
もちろん「変化」は，我々の仕事の中心に位置する
重要な概念の一つである。しかしながら，それは我々
の OD 実践の目的ではない。だからこそ，我々は，
自分たちを「チェンジ・マネジャー」とは呼ばずに

「OD 実践者」と区別して名乗っているのである。
OD の原点が「1950 年代の機械論的前提とその実

践」に対するアンチテーゼに基づくものであったよ
うに，今日の OD は「20 世紀を支配した成果主義
的精神」に異を唱える立場になるべきである。OD
の実践者および研究者にとって，「素晴らしい組織
を創り出すという生成的イメージを持ち，『深い関
与と探究』と『開発への関心』という原理ととも
に，適応的チャレンジを支える」活動は，刺激的か
つ価値のジレンマが少ない領域になるのではないだ
ろうか？ 本稿が，OD の原点回帰的再生のために
日々挑戦する人々を鼓舞するための第一歩となるこ
とを，心から願う次第である。
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「刊行にあたって」執筆者／論文翻訳者略歴
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勤務（営業，マーケティングコンサルタント），イ
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「組織開発研究」編集方針と投稿規程

1. 研究誌「組織開発研究」の目的
OD Network Japan（以下，ODNJ と記す）のミッションの１つである「会員相互が OD について探求し，

実践を支援し，ともに学ぶ機会を創出する」ために，ODNJ のビジョンである「OD の最新情報，理論，手
法の創出・共有を促進し，会員を支援している」ことを目的に，ODNJ の研究誌「組織開発研究」をオンラ
イン上で毎年刊行します。

組織開発にかかわる実践者（経営者／内部実践者／コンサルタント）および研究者からの投稿を想定して
います。組織開発の理論的研究だけではなく，日本における組織開発の実践事例を積み上げていくことを重
視して，実践者による事例研究の投稿も期待しています。論文を書く経験が少ない実践者の方は，会員の研
究者と共同で執筆されることを推奨します。

2. 編集方針
「組織開発研究」では，会員相互の匿名での査読制度を採用し，２名以上の査読担当者によって査読が行

われます。査読担当者は，編集事務局によって，編集委員または会員から選出され，依頼されます。査読者
は，査読を依頼された原稿にコメントをするとともに，掲載についての審査をします。査読担当者の審査に
基づき，編集委員会または編集委員長が掲載の判断をします 。

この研究誌の目的は，組織開発の最新の情報，理論，手法の創出と共有であり，営利目的ではありません。
そのため，投稿者が広告宣伝を目的にしていると編集委員会または編集委員長が判断した場合，当該原稿を
掲載しない場合があります。

3. 投稿規程
投稿資格

単著・共著の場合を含めて ODNJ 会員のみ対象とします。編集委員が寄稿を依頼する場合は，会員以外
も著者になることができます。投稿原稿は未発表のものに限ります。

原稿の種別
投稿原稿の種類は，論文，事例研究 ，研究ノート，評論・書評，寄稿です。

・論文：組織開発に関する理論的研究や応用実践に関する研究。
・事例研究：組織開発の事例研究，実践によって得たデータの報告とその考察など，具体的な実践事例に基

づいた研究報告。事例研究の査読基準は，「事例研究の査読基準について（2018年６月21日制定）」にて，
別途詳しく定める。

・研究ノート：論文に準ずるもので，理論や実践についての展望，萌芽的研究，組織開発の理論や実践の動
向の紹介等。

・評論・書評：組織開発に関連する書籍や論文に関する評論や書評。
・寄稿：査読を経ることなく，臨機応変に最新トレンド情報を発信するカテゴリー。
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原稿作成上の注意
A4 判横組，カンマ・ピリオド（｡，）使用，数字・アルファベット等は半角。
論文と事例研究は，本文・引用文献・脚注を含めて 20,000 字以内（ただし，タイトル，要旨，図表は

20,000 字以内の字数に含まない）。研究ノートは 10,000 字以内，評論 ･ 書評は 1,500 字から 4,000 字程度とす
る（タイトル，要旨，図表は字数に含まない）。

文字サイズは 10.5 ポイントとしてください。タイトルは和英文併記とし，本文冒頭に 50 ワード程度の英
文要旨，200 ～ 400 字程度の日本語要旨を付けてください。

引用文献リストと注は文末に掲載してください。引用・注の形式は，日本心理学会の心理学研究「執筆・
投稿の手引き」を参照してください。http://www.psych.or.jp/publication/inst.html

最後に，筆者略歴（現職・最終学歴・職歴・主要実績や領域）を文末に記載してください。

4. 編集スケジュールと原稿の送付方法
原則として，以下のようなスケジュールで編集が進められます。

①前年度の１月末：［投稿者］編集事務局への投稿意思の連絡
②前年度の３月末：［投稿者］投稿原稿のメールでの送付
③４月中：編集委員による査読
④５月中旬：［編集事務局］投稿者への査読結果の通知
⑤７月末：［投稿者］修正原稿のメールでの送付
⑥８月中：編集委員による査読（再審査）
⑦９月中旬：［編集事務局］投稿者への査読結果の通知（再審査となった場合）
⑧１月～２月：当該年度の「組織開発研究」の発行

投稿を予定される方は，１月末までに編集事務局までメールで投稿の意思（題目と著者，投稿の種類）を
お知らせください（①のステップ）。その後，原稿が完成しましたら，３月末日までに，原稿ファイル（WORD
等）を E メールに添付して編集事務局にお送りください（②のステップ）。

原稿到着後，編集事務局が２名以上の査読担当者を選定し，投稿原稿に対する査読を依頼し，査読担当者
による査読が行われます（③のステップ）。査読結果に基づき，編集委員会または編集委員長が，「掲載可」
／「修正のうえ掲載可」／「修正のうえ再審査」／「不可」の審査結果を決定し，その審査結果と査読コメ
ントを投稿者に送り返します（④のステップ）。
「修正のうえ再審査」の場合は，約２か月後の７月末までに修正原稿をお送りください（⑤のステップ）。

その後，「修正のうえ再審査」の場合は再度査読が行われ（⑥のステップ），査読担当者と編集委員長との相
談のうえで，最終の審査結果が投稿者に伝えられます（⑦のステップ）。

投稿先　編集事務局アドレス：journal@odnj.org
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事例研究の査読基準について （2018 年６月 21 日制定）

事例研究とは，ある対象に実際に行われた組織開発の実践の事例について，その取り組みの方法と結果を
記述し，その実践事例から得られた考察と提言を行うものである。事例研究の審査は以下の基準で行う。

1. 「問題」「問題の所在」等で先行研究のレビューを行うにあたり，実践された取り組みに直結する先行研究
のレビューが行われていれば充分とする。なお，先行研究レビューは，手法の紹介事例の場合，必ずしも必
要としない（手法の出処の引用が示されるとともに，手法の概要が紹介されていれば可とする）。

2. 事例研究としての公表について，対象となった組織や団体の長から，投稿前に承諾を得ることを必要とす
る。また，受理された後に，校正中の原稿を組織や団体の長に確認してもらうこと。

3. 対象（フィールド）の概要を記述する。その際，組織や団体を匿名とする場合は，組織や個人が特定され
ないように配慮する。

4. 取り組みの方法は，査読者や読者に充分理解できるように記述する。

5. 結果（取り組みの評価）の調査方法を明記する。

6. 結果（取り組みの評価）は，事前事後デザインによる量的データを用いた推測統計（t 検定や分散分析など）
でなくてもよい。量的データを用いた記述統計，質的データを用いた分析による，取り組みの評価も可とする。

7. 研究としての再現性（誰が実施しても同じ結果となること）は求めない。

8. 考察では，取り組みによる効果が得られた過程，効果が得られなかった過程について考察を行う。その際，
先行研究との関連や異同についても議論する。また，当該事例での実践から得られた教訓または提言を行う。

9. 査読者は，日本における組織開発実践の事例が資料として蓄積されることが重要であるという観点から，
調査方法，分析方法，考察の解釈が妥当であるかどうかをチェックする。また，新しい知見を提供している
かどうか以上に，実践への有用性を重視して評価する。
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